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１．　経済状況と国の動向

令和２年１月の月例経済報告によれば、我が国経済の基調判断は、景気は、輸出

が引き続き弱含むなかで、製造業を中心に弱さが一段と増しているものの、緩やか

に回復している。先行きについては、「当面、弱さが残るものの、雇用・所得環境

の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待さ

れる」としている一方で、「通商問題を巡る動向、中国経済の先行き、英国のEU離

脱等の海外経済の動向や金融資本市場の変動の影響に加え、消費税率引上げ後の消

費者マインドの動向に留意する必要がある」としている。
加えて、１人当たりのGDP（国内総生産）が世界２６位の日本は、設備投資や研究

開発が弱体化していることなど不安材料がある。今後は、経済界は人類の未来も視

野に入れ、地球環境も考えた長期的研究開発を行うべき時が来ている。
こうした状況において政府は、「経済財政運営と改革の基本方針2019」「成長戦

略実行計画」等に基づき、滞在成長率の引上げによる成長力の強化に取り組むとと

もに、成長と分配の好循環の拡大を図る。さらに、誰もが活躍でき、安心して暮ら

せる社会づくりのため、全世代型社会保障の実現を目指している。
また、財政面では、新経済・財政再生計画（２０１９～２５年度）を定め、団塊

の世代が７５歳に入り始める２０２２年度までの３年間を「基盤強化期間」（２０
１９～２１年度）と位置づけ、引き続き経済再生と財政健全化に着実に取り組むこ
ととされた。

２．　予算編成の基本的な考え方

令和２年度は、直面する様々な課題、人口減少・少子高齢化の進行、財政の持続
可能性等に対応するため、令和元年１１月に策定した「安堵町財政健全化計画」に
基づき、すぐに実行可能なもの、中長期的な展望によるものなど、さらに精査し、
着実な実行が求められます。

令和３年度（２０２１年）を計画最終年度とする「第４次安堵町総合計画」の実
現に向け、そして、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」のそれぞれの主旨を踏ま
え、当町の未来に向けた視点のもと【３つの戦略】を中心に、施策に取り組みま
す。

（１）『子育てと教育』戦略

　　～安心して子育てができる環境と確かな教育のために～

（２）『安全・安心の地域』戦略

　　～災害に強いまちづくりのために～

（３）『生活環境向上』戦略

　　～生活基盤の整備、推進による、住みやすいと感じるまちへ～

以上、少子高齢化・人口減少社会の中、持続可能な発展を目指すための成長戦略

を着実に実施し、成果を挙げていくことが求められます。限られた財源を最大限活

用し、住民の行政に対する「満足度」を高め、「次世代に引き継ぐまちづくり」の

ために、確かな財政の効率化を図り、「最小の経費で最大の効果」を発揮できるよ

う、特色のあるまちづくりの推進に向けた予算編成に努めました。
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３．　一般会計予算　概要

《歳入》

町民税において、景気の緩やかな回復等はあるものの、税制改正による法人税割
の税率改正などにより▲約３，９５５千円（▲１．２％）減少しました。固定資産
税は地価の下落が続くものの、家屋の新築・建替え戸数が前年度並みを維持してい
ることや、設備投資に伴う償却資産の増加などにより約２，３０６千円（０．
７％）の増加となる見込みです。軽自動車税については、環境性能割の通年適用や
重課税率の適用車の増加を見込み、約１，１４３千円（６．３％）の増加となって
おります。

また、たばこ税においては、令和元年１０月１日にたばこ税率が引き上げられた

こと等から約１，８２８千円（６．０％）の増加となり、町税全体では、約１，３

２２千円（０．２％）の増加を見込んでいます。
法人事業税交付金については、令和２年度より創設され、法人市町村民税の減収

を埋めるため、法人事業税の一部が市町村に交付されます。これにより、約３，０
００千円（皆増）の増加を見込んでいます。

地方消費税交付金は、消費税率の改正により、約２４，７６８千円（２０．

９％）の増加となります。
地方交付税は、国の地方財政対策や交付税検査結果に伴う影響等を反映し、約３

６，３００千円（２．７％）の増加を見込んでいます。
国庫支出金は、児童手当国庫負担金や農業水路等長寿命化・防災減災事業補助金

等、各事業費により減少となるものの、障害者自立支援給付費負担金や感染症予防
対策事業費等補助金、農村地域防災減災事業補助金、焼却施設解体に伴う循環型社
会形成交付金の増加により、約１４２，０５３千円（５９．２％）の増加を見込ん
でおります。

県支出金は、国勢調査委託金や障害者自立支援給付費負担金は増加するものの、

参議院議員通常選挙委託金、知事・県議会議員選挙委託金等の減少により、▲約

３，６６３千円（▲２．２％）の減少となる見込みです。
寄付金は、ふるさと納税のより一層の推進を図ることから、寄付受入額を約１，

９１０千円（６１．６％）の増加を見込んでいます。
町債は、臨時財政対策債、九十六石井堰改修事業等については、減少となるもの

の、中央体育館LED化事業やごみ処理広域化事業に伴う安堵町ごみ処理施設解体事業

等により約１９６，５００千円（１３１％）の増加となる見込みです。
約３７０，０００千円の財源不足については、繰越金及び財政調整基金の繰入に

より予算の均衡に努めました。
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《歳出》

歳出については、法の改正に基づく経費は優先的に計上し、経常的経費の節減合
理化に努めるとともに、行財政運営の効率性かつ透明性を高め、財政の健全化を図
り将来世代に負担を先送りしない持続可能な予算編成を行いました。
「第４次安堵町総合計画」並びに「安堵町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を着
実に実施することで継続的に発展し、住民が住みやすいと感じる町の実現に向けて
必要な諸経費を計上しました。

義務的経費であります、人件費について、新規採用職員（専門職）や会計年度任
用職員制度の導入に伴い約９３，１４２千円（９．９％）の増加となる見込みで
す。

扶助費については、高齢化社会やサービス利用者の増加はあるものの、児童手当
給付事業、子ども医療扶助費の減少により▲約９，１３９千円（▲２．６％）の減
少となる見込みです。

維持補修費については、各公共施設等の適正な管理及び計画的な修繕により▲約

１０，２８７千円（▲１３．３％）の減少となる見込みです。
物件費は、総合計画・総合戦略計画策定、障害者福祉計画策定、耐震改修促進計

画策定、ハザードマップの更新、J－ALERT機器改修、戸籍関係電算システム改修等

の委託料の増加、パソコンの購入、給食備品の購入等、備品購入費について増加と

なるものの、各選挙関係費、不動産鑑定業務、子ども子育て支援事業計画等の事業

が減少となり、また、会計年度任用職員制度の導入により賃金科目が廃止されるこ

とから▲約６７，０５２千円（▲９．１％）の減少となる見込みです。
補助費等は、広域消防組合負担金、転入世帯家賃補助等が減少となるものの、ご

み処理広域化関係負担金が増加することから、約３，４５０千円（１．２％）の増

加となる見込みです。
投資的経費であります、普通建設事業費は、役場庁舎、こども園、カルチャーセ

ンターの空調更新事業等は減少となるものの、ごみ処理広域化事業に伴う安堵町ご

み処理施設解体事業等の一時的な経費により約３８３，０４０千円（２２３．

１％）の増加となる見込みです。
各特別会計への繰出金は、各会計いずれも増加となり約２５，６７７千円（７．

９％）の増加となる見込みです。
　以上のことから、令和２年度一般会計の総額は、３，７００，０００千円で、

前年度に比べ４３０，０００千円（１３．１％）の増加となります。
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令和２年度 令和１年度 増減額 増減率（％）

3,700,000 3,270,000 430,000 13.1

943,900 949,000 -5,100 -0.5

405 1,341 -936 -69.8

302,461 279,000 23,461 8.4

824,718 770,200 54,518 7.1

107,210 99,000 8,210 8.3

2,178,694 2,098,541 80,153 3.8

5,878,694 5,368,541 510,153 9.5

予算額 構成比 予算額 構成比

1 704,015 19.0 702,693 21.5 1,322 0.2

2 26,672 0.7 24,481 0.8 2,191 8.9

3 1,208 0.0 2,113 0.1 -905 -42.8

4 7,441 0.2 5,754 0.2 1,687 29.3

5 4,222 0.1 5,213 0.2 -991 -19.0

6 3,000 0.1 0 0.0 3,000 皆増

7 143,432 3.9 118,664 3.6 24,768 20.9

8 環境性能割交付金 3,403 0.1 1,535 0.0 1,868 121.7

9 地方特例交付金 5,900 0.2 4,752 0.1 1,148 24.2

10 地方交付税 1,385,900 37.5 1,349,600 41.3 36,300 2.7

11 交通安全対策特別交付金 600 0.0 800 0.0 -200 -25.0

12 分担金及び負担金 10,996 0.3 11,020 0.3 -24 -0.2

13 使用料及び手数料 91,236 2.5 85,244 2.6 5,992 7.0

14 国庫支出金 381,889 10.3 239,836 7.3 142,053 59.2

15 県支出金 161,668 4.4 165,331 5.1 -3,663 -2.2

16 財産収入 720 0.0 1,040 0.0 -320 -30.8

17 寄附金 5,010 0.1 3,100 0.1 1,910 61.6

18 繰入金 350,000 9.5 345,000 10.6 5,000 1.4

19 繰越金 19,984 0.5 17,277 0.5 2,707 15.7

20 46,204 1.2 32,342 1.0 13,862 42.9

21 346,500 9.4 150,000 4.6 196,500 131.0

0 0.0 4,205 0.1 -4,205 皆減

3,700,000 100.0 3,270,000 100.0 430,000 13.1

計

合計

　　一般会計・特別会計予算

国民健康保険特別会計

会計名

（単位：千円）

一般会計

住宅新築資金等貸付事業特別会計

下水道事業特別会計

介護保険特別会計（保険事業勘定）

後期高齢者医療特別会計

特
別
会
計

増減率
（％）

町税

令和２年度 令和１年度
増減額区分

利子割交付金

法人事業税交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

配当割交付金

４．会計別予算　総括表　

５．一般会計予算　歳入・歳出内訳表　

　　一般会計予算歳入款別内訳

（単位：千円）

合計

諸収入

町債

自動車取得税交付金

地方譲与税
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予算額 構成比 予算額 構成比

1 73,221 2.0 74,433 2.3 -1,212 -1.6

2 508,890 13.7 593,768 18.2 -84,878 -14.3

3 1,085,385 29.3 985,273 30.1 100,112 10.2

4 761,225 20.6 343,795 10.5 417,430 121.4

5 115,256 3.1 159,518 4.9 -44,262 -27.7

6 26,390 0.7 17,456 0.6 8,934 51.2

7 311,519 8.4 349,501 10.7 -37,982 -10.9

8 124,041 3.3 118,506 3.6 5,535 4.7

9 317,148 8.6 261,994 8.0 55,154 21.1

10 10 0.0 10 0.0 0 0.0

11 357,425 9.7 350,864 10.7 6,561 1.9

12 6,298 0.2 4,301 0.1 1,997 46.4

13 13,192 0.4 10,581 0.3 2,611 24.7

3,700,000 100.0 3,270,000 100.0 430,000 13.1

予算額 構成比 予算額 構成比

1,030,649 27.8 937,507 28.7 93,142 9.9

673,470 18.2 740,522 22.6 -67,052 -9.1

67,316 1.8 77,603 2.4 -10,287 -13.3

343,994 9.3 353,133 10.8 -9,139 -2.6

301,077 8.2 297,627 9.1 3,450 1.2

554,729 15.0 171,689 5.3 383,040 223.1

0 0.0 0 0.0 0 0.0

357,425 9.7 350,864 10.7 6,561 1.9

6,298 0.2 4,301 0.1 1,997 46.4

0 0.0 0 0.0 0 0.0

351,850 9.5 326,173 10.0 25,677 7.9

13,192 0.3 10,581 0.3 2,611 24.7

3,700,000 100.0 3,270,000 100.0 430,000 13.1

増減率
（％）

予備費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

議会費

補助費等

合計

（単位：千円）

区分
令和２年度 令和１年度

増減額
増減率
（％）

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

予備費

合計

普通建設費

災害復旧事業費

公債費

積立金

投資及び出資金・貸付金

繰出金

　　一般会計予算歳出性質別内訳

　　一般会計予算歳出款別内訳

令和２年度 令和１年度

（単位：千円）

増減額区分
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【総務部：総合政策課】

予算 新規・継続

１，９５０千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １，９５０千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 ４目　企画費 前年度予算 １，４１６千円

予算 新規・継続

４，６４５千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ４，６４５千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 ４目　企画費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

３，９１６千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 ３，９１６千円 千円 千円 千円

《事業概要》

２款　総務費 ５項　統計調査費 ２目　指定統計費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

２２，４８２千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ２２，４８２千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 ４目　企画費 前年度予算 ２２，３０６千円

令和２年度　当初予算　　主要事業　概要（案）

事業名

ふるさと納税事業

財　源　内　訳（千円）

・ふるさと納税の委託業者を増やし、寄附金の増加を目指す。

・（新規）ふるさとチョイス　　（継続）さとふる

事業名

総合計画・総合戦略策定事業

財　源　内　訳（千円）

事業名

・第５次安堵町総合計画、第２期安堵町まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定（計画の始期：令和４年）

・令和２年度　現計画の成果と課題の検証、アンケート調査など

・令和３年度　計画・戦略案の作成など（R3　３，２８９千円）

事業名

国勢調査業務

財　源　内　訳（千円）

・統計法に定める基幹統計調査として５年に１度実施。

・国内の人口・世帯の実態を把握し、各種行政施策その他の基礎資料を得ることを目的とする。

公共交通対策事業

財　源　内　訳（千円）

・コミュニティバスの運行経費
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【総務部：総務課】

予算 新規・継続

３，５７３千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ３，５７３千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 １目　一般管理費 前年度予算 ２，７４２千円

予算 新規・継続

７，７００千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ７，７００千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 ６目　電子計算費 前年度予算 １，４９６千円

予算 新規・継続

４，１８０千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ４，１８０千円

《事業概要》

８款　消防費 １項　消防費 １目　非常備消防費 前年度予算 千円

財　源　内　訳（千円）

事業名

防犯カメラ設置工事

財　源　内　訳（千円）

・町内４か所の防犯カメラの設置及び電気料金、機器借り上げ料

・光熱水費　　３７千円

・機器借上料　１６千円

・防犯カメラ設置工事　３，５２０千円（元年度：３か所、２年度：４か所）

事業名

電子自治体推進事業（電算機器設定、庁用備品等整備）

・Windows7サポート切れに伴う計画的なPC入替

・行政用ノートPC（共同調達）２５０，０００円×２８台×税＝７，７００千円

事業名

非常備消防（J－ALERT機器改修業務）

財　源　内　訳（千円）

・Windows10に対応するための改修及びKDDI側のシステム変更に伴うJ-ALERT自動告知システム改修

・Windows10対応改修　３，９０５千円

・KDDI対応改修　　　　　　２７５千円
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予算 新規・継続

２，４７５千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

１，２３７千円 千円 千円 千円 １，２３８千円

《事業概要》

８款　消防費 １項　消防費 １目　非常備消防費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

７００千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ７００千円

《事業概要》

８款　消防費 １項　消防費 ２目　災害対策費 前年度予算 千円

・災害時の緊急避難場所に指定している自治会公民館（集会所等）において、高齢者等の避難者が

利用しやすい環境を整えるため、手摺を設置する場合、経費の一部を補助する。　　　５００千円

事業名

災害対策費（災害時地域避難場所補助事業）

財　源　内　訳（千円）

・災害時の自治会公民館（集会所等）における緊急避難所としての運営補助　２０，０００円×１０か所　２００千円

事業名

災害対策費（ハザードマップ更新事業）

財　源　内　訳（千円）

・大和川、佐保川の浸水想定区域が見直しされたことにより、ハザードマップの更新を行う。

・A４サイズ　約２４ページ　５，０００部を想定
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【会計室】

予算 新規・継続

２，０２２千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ２，０２２千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 １目　一般管理費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

４９１千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ４９１千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 １目　一般管理費 前年度予算 千円

安堵町役場、南都銀行出張所への従業員派遣費用（午前中のみ）。
組戻手数料　２２千円
派出手数料　２，０００千円

事業名

会計・給与・共済事務（南都銀行派出手数料）

財　源　内　訳（千円）

事業名

会計・給与・共済事務（備品購入費）

財　源　内　訳（千円）

耐火金庫の購入費及び既存金庫の撤去費
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【民生部：住民課】

予算 新規・継続

６，４２４千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

１，４９６千円 千円 千円 千円 ４，９２８千円

《事業概要》

２款　総務費 ３項　戸籍・住民基本台帳費 １目　戸籍・住民基本台帳費　 前年度予算 千円

予算 新規・継続

１，８０３千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １，８０３千円

《事業概要》

３款　民生費 １項　社会福祉費 １目　社会福祉総務費 前年度予算 ３，１２２千円

・戸籍法の改正等に基づくシステム改修費用

事業名

戸籍事務（戸籍システム改修事業）

財　源　内　訳（千円）

・転入世帯新規等決定通知　　３千円

・転入世帯家賃補助金　１０千円×１２か月×１５件＝１，８００千円

・デジタル手続法に向けた戸籍附票システム改修費　　４，９２８千円

・戸籍法の一部改正に向けた戸籍情報システム改修費　１，４９６千円

事業名

転入世帯家賃補助事業

財　源　内　訳（千円）
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【民生部：健康福祉課】

予算 新規・継続

２，０５７千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ２，０５７千円

《事業概要》

３款　民生費 １項　社会福祉費 １目　社会福祉総務費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

１，７２６千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １，７２６千円

《事業概要》

３款　民生費 １項　社会福祉費 ３目　老人福祉費 前年度予算 ２，７９０千円

予算 新規・継続

８，４０７千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ８，４０７千円

《事業概要》

３款　民生費 １項　社会福祉費 ４目　保健センター費 前年度予算 千円

事業名

社会福祉総務（障害者福祉計画策定業務）

財　源　内　訳（千円）

・障害福祉計画及び障害児福祉計画策定（３年毎）　２，０５７千円

事業名

敬老のつどい事業

財　源　内　訳（千円）

・敬老のつどい開催事業

事業名

保健センター管理（施設修繕工事）

財　源　内　訳（千円）

・高圧真空遮断器・過電流継電器・断路器・漏電警報機改修　１，２３８千円

・エアコン改修（３階診療室等系統）　　７，１６９千円
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予算 新規・継続

３３０千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ３３０千円

《事業概要》

４款　衛生費 １項　保健衛生費 ３目　保健衛生費 前年度予算 千円

【こども園】

予算 新規・継続

１，３８８千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １，３８８千円

《事業概要》

３款　民生費 ２項　児童福祉費 ３目　こども園費 前年度予算 ２，８２２千円

・給食室ダクト等塗装　１２０千円　　　　・テルウェル本体取替　３９６千円

・給食室ファン取り換え　８７２千円

事業名

こども園（施設改修工事）

財　源　内　訳（千円）

・健康管理システム国保オンライン資格確認に伴う対応業務システム改修　３３０千円

事業名

健康増進事業（健康管理システム改修事業）

財　源　内　訳（千円）
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【環境美化センター】

予算 新規・継続

１１，２６５千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 １，１００千円 千円 １０，１６５千円

《事業概要》

４款　衛生費 ２項　清掃費 １目　塵芥処理費　 前年度予算 ９，３７２千円

予算 新規・継続

４２２，２６６千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

１３０，０００千円 千円 ２３４，０００千円 千円 ５８，２６６千円

《事業概要》

４款　衛生費 ２項　清掃費 １目　塵芥処理費　 前年度予算 千円

予算 新規・継続

８，４４０千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ８，４４０千円

《事業概要》

４款　衛生費 ２項　清掃費 １目　塵芥処理費　 前年度予算 千円

事業名

一般廃棄物処理事業（山辺・県北西部広域環境衛生組合負担金）

財　源　内　訳（千円）

・可燃ごみに関する負担金　　　　　　　　３，９０７千円（R1　３，８９８千円）

・不燃ごみ・粗大ごみに関する負担金　　　２，１６２千円（R1　９９６千円）

・周辺地区環境整備基金に関する負担金　　５，１９６千円（R1　４，４７８千円）

事業名

一般廃棄物処理事業（安堵町ごみ処理施設解体事業）

財　源　内　訳（千円）

・ごみ分別ガイドブック　１，３８０千円

・解体工事施工管理委託　２８，１９３千円

・解体工事費　　　　　　３９０，０００千円

・開発許可申請に伴う用地境界確定事業　２，６９３千円

事業名

まほろば環境衛生組合負担金

財　源　内　訳（千円）

・まほろば環境衛生組合への負担金
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【事業部　産業課】

予算 新規・継続

５，１５０千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ５，１５０千円

《事業概要》

６款　商工費 １項　商工観光費 １目　商工振興費 前年度予算 ５，７８５千円

予算 新規・継続

１，２００千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １，２００千円

《事業概要》

６款　商工費 １項　商工観光費 １目　商工振興費 前年度予算 １，４００千円

予算 新規・継続

６１６千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ６１６千円

《事業概要》

６款　商工費 １項　商工観光費 ２目　観光費 前年度予算 １，３８６千円

事業名

商工振興費（商工会運営補助金）

財　源　内　訳（千円）

・商工会への補助金

事業名

産業フェスティバル開催補助金

財　源　内　訳（千円）

産業フェスティバル開催補助金

事業名

高塚古墳敷地内除草工事

財　源　内　訳（千円）

・高塚古墳敷地内剪定工事　　５０６千円

・高塚古墳敷地内除草工事　　１１０千円
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予算 新規・継続

７００千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ７００千円

《事業概要》

６款　商工費 １項　商工観光費 ２目　観光費 前年度予算 １，４００千円

予算 新規・継続

４，０４１千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 ２０４千円 ３，８３７千円

《事業概要》

６款　商工費 １項　商工観光費 ３目　歴史文化・観光館管理費 前年度予算 ３，４６９千円

事業名

事業名

観光事業（案山子実行委員会　補助金）

財　源　内　訳（千円）

案山子事業に対する補助金
経常：４００千円
臨時：３００千円（R1：１，０００千円）

歴史文化・観光館管理運営事業

財　源　内　訳（千円）

・文化観光館の管理運営事業費
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【事業部　建設課】

予算 新規・継続

５，４８８千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ５，４８８千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 ７目　交通安全対策費 前年度予算 ６，２８７千円

予算 新規・継続

２９，９４６千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

１３，０００千円 １，３００千円 １０，５００千円 千円 ５，１４６千円

《事業概要》

５款　農林水産業費 １項　農業費 ４目　土地改良事業 前年度予算 ６８，０２９千円

予算 新規・継続

１１，８８０千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 １１，８８０千円 千円

《事業概要》

５款　農林水産業費 １項　農業費 ４目　土地改良事業 前年度予算 １５，２００千円

・町内全域の交通安全対策事業（舗装、カーブミラー取替等）

事業名

交通安全施設補修工事

財　源　内　訳（千円）

財　源　内　訳（千円）

事業名

土地改良事業（九十六石井堰改修事業）

財　源　内　訳（千円）

・令和元年度から事業を実施。元年度はゴムの製造だけを行い、来年度に改修工事を実施予定。

当該改修工事は、令和元年度予算を繰越。令和２年度予算で操作室の改修工事を実施。（国庫等未定）

R1　事業費　６８，０２９千円

R2　事業費　２９，９４６千円

事業名

土地改良事業（遊水地事業管理業務委託）

遊水地の管理業務。県土地開発公社より全額補助金
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予算 新規・継続

２７，５７６千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

２７，５７６千円 千円 千円 千円 千円

《事業概要》

５款　農林水産業費 １項　農業費 ４目　土地改良事業 前年度予算 ２，２００千円

予算 新規・継続

１，７８２千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

４００千円 ２００千円 千円 千円 １，１８２千円

《事業概要》

７款　土木費 １項　土木管理費 １目　土木総務費 前年度予算 ２９６千円

予算 新規・継続

４６，２４３千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ４６，２４３千円

《事業概要》

７款　土木費 ２項　道路橋梁費 １目　道路橋梁維持費 前年度予算 ６１，６６８千円

財　源　内　訳（千円）

事業名

土地改良事業（防災ため池整備事業）

財　源　内　訳（千円）

・町内全域のため池（１１か所）の氾濫解析調査業務。

・当初、四方のうち、１方向のみの堤防が決壊した場合を想定して、調査を行っていたが、四方すべて

の決壊を想定し、調査を行う。

事業名

地籍整備事業

・道路側溝修繕工事　笠目　３，３３８千円　　　　・道路舗装工事　岡崎２４号線　３，９９２千円

・毎筆の土地について、その所有者、地番及び地目の調査並びに境界及び地積に関する測量を行う。

・令和２年度で基準点設置及び戸籍調査を行う。

事業名

町単独道路維持補修費（道路補修工事）

財　源　内　訳（千円）

・道路維持草刈工事　２回分　１９，４８８千円　　・大和川右岸線除草工事　４，４７０千円

・道路維持管理　町内全域　６，２０３千円　　　　・道路側溝清掃工事　小泉苑　１，１４５千円

・道路側溝清掃工事　町内全域　４，４３６千円　　・側溝清掃工事　西名阪側道　３，１７１千円
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予算 新規・継続

４１，３００千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

２０，２７２千円 千円 １４，６００千円 千円 ６，４２８千円

《事業概要》

７款　土木費 ２項　道路橋梁費 １目　道路橋梁維持費 前年度予算 ４１，５００千円

予算 新規・継続

５，３５１千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

２，６７６千円 千円 千円 千円 ２，６７５千円

《事業概要》

７款　土木費 ３項　都市計画費 １目　都市計画総務費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

１５，２７９千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １５，２７９千円

《事業概要》

７款　土木費 ３項　都市計画費 ３目　都市公園維持管理費 前年度予算 ２４，４７３千円

事業名

社会資本整備総合交付金事業

財　源　内　訳（千円）

・橋梁定期点検業務委託　町内２２橋　９，０００千円

・橋梁長寿命化修繕設計委託（太子橋）　８，５００千円

・舗装修繕工事　（柿の里）　１９，０００千円

・舗装修繕工事　補助対象外（柿の里）　４，８００千円

事業名

都市計画事業（耐震改修促進計画改定業務）

財　源　内　訳（千円）

・耐震改修促進計画改定業務（5年に1度の改定）

・住宅耐震化緊急促進アクションプログラムの策定

事業名

都市計画公園維持管理業務（公園維持修繕工事）

財　源　内　訳（千円）

・中央公園草刈工事　１，１２１千円　・中央公園植栽（高木）管理工事　１，４０９千円

・中央公園管理工事　２，７７０千円　・都市公園(７か所)草刈工事　　　２，８６３千円

・都市公園（７か所）維持管理　２，１１６千円　・都市公園（７か所）防草シート設置　１，９４３千円

・中央公園電気施設修繕工事　３，０５７千円
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【事業部：人権同和対策課】

予算 新規・継続

５，８５０千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ５，８５０千円

《事業概要》

７款　土木費 ４項　住宅費 １目　住宅管理費 前年度予算 ４，５００千円

予算 新規・継続

４，９５０千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ４，９５０千円

《事業概要》

７款　土木費 ４項　住宅費 １目　住宅管理費 前年度予算 ７，５００千円

予算 新規・継続

５，０００千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ５，０００千円

《事業概要》

７款　土木費 ４項　住宅費 １目　住宅管理費 前年度予算 ７０４千円

【事業部：総合センター　ひびき】

予算 新規・継続

１１，５０４千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １１，５０４千円

《事業概要》

３款　民生費 ３項　人権対策費 ３目　センター管理運営費 前年度予算 千円

・修繕料　４５０千円　　　　（R1　５００千円）

事業名

町営住宅維持管理（住宅改修＆修繕）

財　源　内　訳（千円）

町営住宅の修繕・改修事業

財　源　内　訳（千円）

・住宅改修工事　５，４００千円　　（R1　４，０００千円）

事業名

改良住宅維持管理（住宅改修＆修繕）

財　源　内　訳（千円）

改良住宅の修繕・改修事業

・修繕料　１，３５０千円　　　　（R1　１，５００千円）

・住宅改修工事　　３，６００千円　　（R1　６，０００千円）

事業名

改良住宅維持管理（下水道接続工事）

財　源　内　訳（千円）

・浴場ろ過機設計管理委託　　６０５千円

・浴場ろ過機改修工事（2基）　１０，８９９千円

改良住宅への公共下水道への接続工事（１号団地）

・下水道接続　設計管理委託　７１５千円

・下水道接続工事　３８９，５００円×１．１×１０件＝４，２８５千円　　（R1　７０４千円）

事業名

総合センターひびき管理事業（浴場ろ過機更新事業）
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【教育委員会：教育総務課】

予算 新規・継続

２６３千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ２６３千円

《事業概要》

９款　教育費 １項　教育総務費 1目　教育委員会費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

３，５２６千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ３，５２６千円

《事業概要》

９款　教育費 １項　教育総務費 ２目　事務局費 前年度予算 ３，４０５千円

予算 新規・継続

１，７０８千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １，７０８千円

《事業概要》

９款　教育費 １項　教育総務費 ２目　事務局費 前年度予算 ２，７３４千円

事業名

事務局運営費（機器借上料）

財　源　内　訳（千円）

・小中学校PC８２台賃貸借料　２年目　３，５２６千円

事業名

事務局運営費（電算設定業務）

財　源　内　訳（千円）

事業名

町立学校読解力向上事業

財　源　内　訳（千円）

・プリント教材や集団読書の本を活用し、読書週間を定着させ、読解力の向上を図る。

<小学校>　プリント教材　　２１，７８０円　　　　　 　集団読書の本　１２０，０００円　　計１４２千円

・教育委員会・小中学校　管理者・教員PC設定　１，７０８千円

<中学校>　高校入試過去問のCD　２０，６６０円　集団読書の本　１００，０００円　　計１２１千円
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予算 新規・継続

１３，８２０千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １３，８２０千円

《事業概要》

９款　教育費 １項　教育総務費 ２目　事務局費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

８，２０５千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ８，２０５千円

《事業概要》

９款　教育費 ６項　保健体育費 ３目　学校給食センター費 前年度予算 千円

【教育委員会：生涯学習課】

予算 新規・継続

３，８４５千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ３，８４５千円

《事業概要》

９款　教育費 １項　教育総務費 ４目　カルチャーセンター管理費 前年度予算 ８，４８４千円

学校給食センター管理事業（臨時）

事業名

事業名

事務局運営費（ICT機器等購入費）

財　源　内　訳（千円）

発電設備更新　６，７５０千円

※R1　移動観覧席修繕　２１６千円、誘導灯修繕　８７千円、作法室エアコン更新　１，４３１千円

事業名

カルチャーセンター管理費（施設改修工事）

財　源　内　訳（千円）

・外壁工事（打音検査）仮設工事費、廃材処分費等　１０年計画（１年目）　３，８４５千円

財　源　内　訳（千円）

・令和２年度から、給食センター稼働による、給食用備品やLAN配線整備。

・Windows7サポート切れに伴う教育委員会・小中学校PC（校務系）４６台　入替　１３，８２０千円
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【小学校】

予算 新規・継続

１，６３３千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １，６３３千円

《事業概要》

９款　教育費 ２項　小学校費 １目　学校管理費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

３，０７４千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ３，０７４千円

《事業概要》

９款　教育費 ２項　小学校費 ２目　教育振興費 前年度予算 ４５９千円

事業名

小学校管理（プール修繕）

財　源　内　訳（千円）

・プール修繕（周囲コーキング補修）　　１，６３３千円

事業名

小学校教育振興（教材用備品）

財　源　内　訳（千円）

・液晶テレビ・スタンド　３台　３８６千円（R１から継続）

・アップルiPad　２台　４３，５００円×１．１×２台＝９６千円

・教師用指導書　５７，５８０円　デジタル教科書一式　２，３０４，０００円×１．１＝２，５９２千円
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【中学校】

予算 新規・継続

３，４２１千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ３，４２１千円

《事業概要》

９款　教育費 ３項　中学校費 １目　学校管理費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

２，５６２千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ２，５６２千円

《事業概要》

９款　教育費 ３項　中学校費 １目　学校管理費 前年度予算 千円

【体育館】

予算 新規・継続

９，２９５千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 ８，３００千円 千円 ９９５千円

《事業概要》

９款　教育費 ６項　保健体育費 ２目　体育施設管理費 前年度予算 千円

・安堵中央体育館の照明をLEDに整備する。

・設計監理委託　３８５千円

・工事請負費　８，９１０千円

事業名

体育館管理運営事業（体育館照明LED化）

財　源　内　訳（千円）

・工事請負費　　３，３５５千円

・修繕料　５０千円

・工事請負費（床版クラシック補修、ジョイント補修）　２，５１２千円

事業名

中学校管理（プール修繕）

財　源　内　訳（千円）

事業名

中学校施設改修（擁壁上部応急改修）事業

財　源　内　訳（千円）

・中学校の正門側の塀が傾いているため、塀及び花壇を撤去し、フェンスを設置する。

・工事施工監理委託費　　６６千円

23



７．各特別会計の概要等

国民健康保険特別会計

１．　国民健康保険の概要

国民健康保険は、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な保険給付
を行う医療保険制度です。

市町村の区域内に住所を有する者は、後期高齢者医療制度又は被用者保険（社会
保険）に加入していない限り、本人の意志に関係なく、強制的に国民健康保険に加
入することとなります。このことにより、全ての国民がいずれかの医療保険に加入
することとなります（国民皆保険）。

平成３０年度の国民健康保険制度改正により、国民健康保険の運営が市町村単位
から県単位に移行しました。県は、財政運営主体となって、県全体の国民健康保険
における保険給付を負担するため、財政の安定化が見込まれ、また、事務の効率
化、広域化等により、効率的な事業運営を図ります。

市町村は、県が決定した国保事業納付金を県に納め、保険給付にかかる費用が、
補助金として県より交付されます。

国民健康保険税は、県が算定する標準保険税率を参考に、県と協議のうえ決定し
ます。また、令和６年度には「同じ所得・世帯構成であれば、県内のどこに住んで
も保険料水準が同じ」となる県内統一保険料になる予定です。

２．　国民健康保険の状況

非正規雇用者の社会保険適用の拡充等で、被保険者数が減少しており、安堵町の
国民健康保険の状況は、以下のとおりとなっています。
（１）世帯数及び被保険者数　（令和元年12月末現在）
　　・世　帯　数　　1,234 世帯　（前年度　1,258 世帯　24 世帯減）
　　・被保険者数  　1,956　人   （前年度　2,042  人　86  人減）
（２）人口に対する国民健康保険適用率　（令和元年12月末現在）
　　・適　用　率　　27.21 ％ 　 （前年度　28.16　％　0.95 ％減）
　　・人　　　口　  7,189 人  　（前年度　7,251   人　62 人減）

３．　国民健康保険特別会計予算　概要

《歳入》
国民健康保険税については、被保険者数の減少等により、▲約６，７８８千円

（▲３．９％）の減少となる見込みです。
国庫支出金は、令和３年度より運用を予定のマイナンバーカードのオンライン資

格確認に係る国民健康保険システムの改修費用に対する国庫補助金１，１１７千円
（補助率１００％）が、直接交付されることとなったため、科目を新設していま
す。

県支出金は、歳出の保険給付費の減少により、▲約３，５７６千円（▲０．
５％）の減少となる見込みです。

繰入金は、会計年度任用職員（保健師等）の雇用予算を事務費繰入金に計上した
ことと、財政安定化繰入金の国の算定額の増加分を計上したため、４，０９３千円
（６．２％）の増加となります。

《歳出》

総務費については、昨年度の臨時的なシステム改修費用が減額したため、▲１，
３８３千円（▲１３．８％）の減少となる見込みです。

保険給付費については、被保険者数の減少等により、▲３，５９８千円（▲０．
５％）の減少となる見込みです。

国民健康保険事業費納付金については、令和元年度の県の納付金算定で、平成２

９年度分の交付金の過少交付分が減額となっていましたが、令和２年度はこれがな

くなり大きく増額し、３４，６１５千円（１８．５％）の増額となる見込みです。
最後に予備費は、令和元年度の歳入超過分の調整額を計上していたため、令和２

年度は大きく減少し、▲３５，０２９千円（▲９２．９％）の減少となる見込みで
す。

以上のことから、令和２年度国民健康保険会計の総額は、９４３，９００千円
で、前年度に比べ▲５，１００千円（▲０．５％）の減少となります。
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住宅新築資金等貸付事業特別会計

１．　住宅新築資金等貸付事業特別会計予算　概要

令和２年度で公債費（元金）の償還が終了することから、総額４０５千円（▲６
９．８％）となっています。

下水道事業特別会計

１．　下水道特別会計予算　概要

《歳入》
歳入については、公共下水道への接続家屋の増加を見込み、１,１７１千円

（２．０％）の増加となっています。
また、桃源団地地区の事業費が増加したため、国庫補助金が ８，５００千円

（７７．３％）、町債が９，９００千円（１２．５％）の増加となっています。

《歳出》
歳出については、流域下水道建設負担金など減少がありますが、桃源団地地区の

事業費が増加したため、２１，３４１千円（３１．９％）の増加となっています。

介護保険特別会計（保険事業勘定）

１．　介護保険の概要

介護保険は、平成12年4月1日より実施され、介護保険特別会計として自治体ごと
で計上し、安堵町民の65歳以上の人と、40歳～64歳の医療保険加入者が被保険者と
なり、介護サービス給付、生活支援を行うなど介護保険事業運営にかかる会計であ
ります。

令和２年度は、引き続き団塊の世代が75歳となる2025年を見据えて、みんなが住
みなれた地域で、安心して自分らしい生活が送れる取り組みを進めるため、自立支
援・重度化防止等、介護予防・日常生活支援総合事業や、認知症への総合的支援事
業を行い病院から在宅介護への退院支援等、介護と医療の連携などに視点を置き、
また、令和２年度、安堵町高齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画の策定を踏
まえた予算となります。

前年度より、54,518千円（7.1%）増額となり、歳入歳出それぞれ824,718千円
（R1年度770,200千円）を予算計上しました。
（１）  被保険者・・・第1号被保険者（65歳以上）約　2,449人

　　　　　　　　　　（令和１年12月末） 前年度2,398人　　 51人増

　　　　　　　　　　　第2号被保険者（40歳～64歳の医療保険加入者）

　　　　　　　　　　　約2,396 人（同時期）前年度2,450人　　54人減

（２）  要介護認定者（1～5）・・・346人

　　　　　　　　　　（令和1年12月末）前年度323人　23人増

（３）  要支援認定者（1・2）・・・ 95人

　　　　　　　　　　（令和1年12月末） 前年度  90人　5人増

　　　　　　　　　　 認定者454人・・・前年度413人　41人増

（４）  介護予防・生活支援サービス事業利用者・・10人（令和１年12月末）

　　　　　　　　　　（基本チャックリストによる生活機能低下該当）

（５）  第１号保険料・・・9段階　　　　基準額月額6,580円

（６）  高齢化率　・・・・令和2年2月現在　　33.16 ％
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後期高齢者医療特別会計

１．　後期高齢者医療の概要
後期高齢者医療制度は、７５歳(一定の障害があり、申請により認定を受けた時

は６５歳）以上の方を対象とした医療保険制度です。
制度の運営は、奈良県のすべての市町村が加入する「奈良県後期高齢者医療広域

連合」が保険者となり、市町村とで役割分担をしています。広域連合は被保険者の
認定や保険料の決定、医療給付など制度の運営を行い、市町村は被保険者からの各
種届出や申請などの受付、保険料の徴収を行います。市町村で徴収した保険料は全
額広域連合へ納付し、制度の運営に充てられます。

２．　後期高齢者医療の状況
※令和元年１２月末現在

（１）被保険者数  　1,184　人   （前年度　1,084  人　100  人増）

（２）人口に対する後期高齢者医療適用率
　　・適　用　率　　16.47 ％ 　 （前年度　14.95　％　1.52 ％増）
　　・人　　　口　  7,189 人  　（前年度　7,251   人　62 人減）

３．　後期高齢者医療特別会計予算　概要
　令和２年度の後期高齢者医療特別会計予算は、前年度より８，２１０千円(３．
８％）増額の１０７，２１０千円（令和元年度９９，０００千円）を計上しまし
た。

　被保険者数の増加及び保険料率改正により、前年度より増額となっています。
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